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「下⽔道事業者の資⾦繰りの研究」（ポイント）

 資⾦繰り能⼒に着⽬し、全国の下⽔道事業者を分析する初の試み。理財局保有の⾏政データ（公営企業監査
シート作成⽤データ）利活⽤の第1号。
 ⾜元の損益（経費回収率）と将来の更新投資等のための資⾦繰り能⼒（将来への備え）の「2軸座標」（独⾃
の分析フレームワーク）で事業者を評価（下図）。「⽬指すべき状態」からの乖離度合いを数値化することが可能。
 「損益」、「将来への備え」のための資⾦繰り能⼒が共に悪い事業者が多数。また、損益が良くても資⾦繰り能⼒が
⾼いとは限らない。これらは更新投資等が進まない状況と整合的。他⽅、資⾦繰り能⼒が⾼い事業者も⼀定数存在。
 資⾦繰り能⼒が⾼い事業者にヒアリングを実施。①組織体制・⼈材育成の強化、②使⽤料の適切な設定・⾒直し
の実施、③⺠間の積極的な活⽤、④効率的なエリアマネジメント等に正⾯から取り組むことが改善の鍵。
 今後、「2軸座標」による評価の有⽤性、資⾦繰り能⼒改善の鍵を関係省庁・⾃治体とも広く共有。
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（単位︓円/⼈）「将来への備え」

第２象限
料⾦を適正に設定できているが、
将来に備える余⼒がない
（企業債の返済に精⼀杯）

第３象限
料⾦を適正に設定しておらず、
将来に備える余⼒もない
（厳しい財政状況）

「公営企業会計の適⽤」が取組全般の基礎となっている。
近年、官公庁会計から公営企業会計に移⾏した事業者が
⾮常に多く、有⽤な先⾏事例となり得る。

経費回収率

グループ１（2013年度以前より、公営企業会計
（複式簿記）を適⽤） 資⾦繰り能⼒が⾼い

事業者からヒアリング

第１象限
料⾦を適正に設定できており、
将来に備える余⼒がある
（⽬指すべき理想型）

資⾦繰り能⼒改善の鍵
① 組織体制・人材育成の強化
 公営企業会計を適用し、経営状況の把握に努める

とともに、上下水道業務を統合・効率化
（新潟県妙高市他）

② 使用料の適切な設定・改訂の実施
 将来の更新需要を試算、減価償却費等を反映して

必要な使用料水準を決定。（京都府福知山市他）

③ 民間の積極的な活用
 維持管理業務とコンサルタント業務を一括して

長期・大型の包括業務委託を実施（茨城県守谷市）

④ 効率的なエリアマネジメント
 公共下水道と合併浄化槽の合理的な棲み分け

（長崎県諫早市、長崎県時津町）

グループ３（2013年度〜2021年度
において公営企業会計に移⾏）

グループ1の事業者と⽐べ、
経営状況、資⾦繰りの双⽅の
観点からより問題がより深刻

▲ ヒアリングの模様（⻑崎県諫早市）


